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１．はじめに 

 我が国では，伊勢湾台風高潮災害(1959年)や平成 27年 9月関東・東北豪雨災害(2015年)など，昨今に亘り
海や河川に起因した浸水被害が発生していることから，長年に亘って河川・海岸整備を行っている．河川整備

は，基本的に河川整備計画に基づいて実施されているが，策定する際の河川流は，定常流である不等流計算を

用いることが多く，時間経過による非定常的な変化を考慮していない．低平地河川などの緩流感潮域を流下す

る河川では，潮位により水面形が常時変化しており，実現象と計画論に差異が生じていることは明らかである．

 本論文では，緩流感潮域に位置する排水機場について，計画論との整合性を確保した上で，実際の潮位影響

を踏まえた場合における停止水位の設定検証を行うとともに，浸水対策効果についても確認した．

２．本業務の概要 

本業務の対象地域である静岡県

某所は，沿岸部の低平地であり，同

地域を流れる T川および本川：N川
の計画高水位は，堤内地盤高と同程

度である．同地域には， T 川 0.5k
付近に内水排除のための排水機場A
が設置されているが，同地点は緩流

感潮域であるため、潮位による影響

を強く受け，満潮・干潮に関わらず

河川水位が高いため，洪水時の排水

ができず，内水被害が頻発している．

T川の本川である N川には，本対
象箇所より上流に複数の排水機場が設置されており，洪水時

における河川への影響を考慮するため、N川の計画論に基づ
き，不等流計算水位を用いた停止水位の設定が行われている．

計算水位は，出発水位に朔望平均満潮位を用いていることか

ら，下流部の水位変化が非常に大きく，上流部は，緩勾配河

川の特徴を有しているため，水位変化があまり見られない．

このため，計算水位を用いた場合，下流部に位置する施設で

あるほど，停止水位が低く設定されることは明らかであり，

常時，排水できない水位設定となることが推察される．

本業務では，既存施設や河川整備計画との整合性の観点から，不等流計算水位を用いること基本とした上で，

実際の潮位影響を踏まえた停止水位の設定検証を行った．また，停止水位の違いによる浸水対策効果について

も，内水浸水解析を実施することで確認した．

３．停止水位の設定

 停止水位は、内水位及び外水位より設定される．外水位における停止水位は，排水先の河川が危険になる水

位=計画高水位を上限とするが，排水による上下流の水位上昇を考慮し，最も流下能力の低い箇所(以下，危険
箇所と記す)を停止水位の基準とすることが安全側の設計となる．
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図 1 対象地区概要図
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 危険箇所を考慮した停止水位の設定は，排水による

水位上昇が上下流に伝播することを考慮した手法であ

るが，緩流感潮域の場合，潮位による影響が支配的で

あるため，感潮域外への水位は伝播しないと仮定する．

このため，本対象施設近傍で水位観測されている地

点：N川 2.9kの実績水位より，観測値の最大および最
小を上下限とした各水位を用いて不等流計算を実施し，

N川における感潮域を確認した．
結果，図 3に示す通り，N川 2.9kにおける潮位の影
響は，上流側の危険箇所である 7.735kまで達していないことが
確認できる．また，6.4k まで水位差が見られるものの，図 1 で
示した通り，N川 5.835kには S放水路が設置されていることか
ら，同地点より上流に潮位影響が及ぶとは考えにくい．

 以上より，既存施設による手法 A および N 川 2.9k から潮位
影響が及ぶと推察される 5.835k地点までの区間を対象に，危険
箇所を変更した手法 Bを用いて停止水位を設定した．
４．内水浸水解析結果 

 手法 Aおよび手法 Bで設定した停止水位を用いて，浸水対策
効果を確認した．解析条件は，表 2に示す通りである．
 図 4に手法 Aおよび手法 Bおける解析結果を示す．手法 Aで
は、停止水位が低く，洪水ピーク時における排水ができないた

め，排水量に関わらず浸水被害が発生している．手法 B では，
停止水位が高く，排水可能な時間帯が長いため，排水量増加に

比例して，浸水対策効果が発現していることが確認できる．

 停止水位の設定方法によって，浸水対策効果が大きく異なる

ことは明らかであるため，緩流感潮域に設置する排水機場にお

いては，潮位などの出水による影響以外で発生する水位変化を

考慮することが重要であると言える．

５．まとめ 

 緩流感潮域を踏まえた不等流計算水位による停止水位を設定

することで，より現実的な停止水位設定になるとともに，既存

施設や河川整備計画との整合性を確保することが可能となった．

既存施設の設定手法における停止水位の比較を行った結果，浸

水対策効果の発現にも大きく寄与する結果となった．

 緩流感潮域の流下流量や河道水位の増分を確認する手法とし

て，不定流計算の実施が，より高精度の結果となることは明ら

かであるが，公共事業では，検討期間やコスト，計画論との整

合などの様々な要因により，最適手法を用いることが困難なケースも大いに存在する．このため，本論文は，

緩流感潮域における設定手法として，現段階での検討結果を一例として取りまとめたものである．
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図 3 潮位による水位変化

項目 停止水位

A 排水量
1.1m3/s T.P+1.250m 

10.0m3/s T.P+1.200m 

B 排水量
1.1m3/s T.P+2.450m 

10.0m3/s T.P+2.400m 
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表 1 停止水位

解析モデル 一池モデル

対象洪水 1/5規模程度の実績洪水
外水位 洪水時の実績水位

解析ケース 表 1の全 4ケース

表 2 解析条件

図 4 内水解析結果

(a) 1.1m3/s(手法 A) (b) 10.0m3/s(手法 A) 

(c) 1.1m3/s(手法 B) (d) 10.0m3/s(手法 B) 

S放水路：5.835k 

危険箇所：7.735k 


